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はじめに

　2019年12月に中国で初めて確認された新型コロナ
ウイルス（SARS-CoV-2）による感染症（COVID-19）
は、依然として世界の至る所で猛威を振るってい
るものの、2022年１月をピークに世界の感染者数
は減少傾向にあり１）、一旦は、パンデミック収束
後の生活を見通せる兆しが感じられるようになっ
てきた。
　国内外の製薬企業は、このような未曽有の事態
に対処すべく、かつてないほど迅速に COVID-19
に対する治療薬やワクチンを実用化することに成
功してきている。とりわけ、mRNAワクチンにお
いて、比較的規模の小さな企業が、これまでに実
用化した例が無い技術をいち早く創製した事実
は、製薬業界関係者のみならず様々な人々の耳目
を集めたことは言うまでもない。
　医薬産業政策研究所ではこれまでに、COVID-19
の治療薬およびワクチンの研究開発動向に関して
複数回にわたり報告してきた２）～５）。加えて筆者は、
政策研ニュース No.65において、COVID-19パンデ
ミック前に日米欧で承認された感染症予防ワクチ
ンについて調査し、それらを創出するうえでのベン
チャー等との連携について考察した６）。本稿では、
感染症予防ワクチンの研究開発品と上市品につい

て、ワクチンタイプやその起源等を調査し、グロー
バルでの感染症予防ワクチン研究開発の現状と過
去との変化を把握するとともに、将来の感染症予
防ワクチン創製に向けた展望を示す。

感染症予防ワクチンの研究開発品に関する調査と

上市品との比較

　製薬およびバイオテクノロジー企業の公表資料
をもとに情報を収集している EvaluatePharma を
用い、2022年５月現在における世界の感染症予防
ワクチンの研究開発品と上市品を今回の調査対象
品目として抽出した。表１に各研究開発・上市ス
テージの品目数を示す。なお、本調査では品目単
位で集計しており、例えば同一品目を複数国で異
なる企業が臨床試験をしている場合、１品目とし
てカウントしている。
　表２に、薬効分類上位20位までの研究開発品目
数および上市品目数を示す。研究開発品では
COVID-19を含むコロナウイルスが最多となって
おり、現在も COVID-19に対するワクチンの研究
開発が活発に取り組まれていると推察される。ま
た、ヒト免疫不全ウイルス（HIV）、ジカウイル
ス、サイトメガロウイルス（CMV）といった薬効
に対しては上市品が存在しないものの、研究開発

感染症予防ワクチンの研究開発動向
から見えてくる変化を受けて

医薬産業政策研究所　主任研究員　髙砂祐二

１）WHO（World Health Organization） “Coronavirus（COVID-19） Dashboard” https://covid19.who.int/（参照：2022/06/07）
２）医薬産業政策研究所「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）予防・治療薬のグローバル研究開発動向」政策研ニュー

ス No.60（2020年７月）
３）医薬産業政策研究所「医薬品産業における COVID-19パンデミックへの対応と今後」政策研ニュース No.61（2020年11月）
４）医薬産業政策研究所「次世代創薬基盤技術の導入と構築に関する研究」リサーチペーパー・シリーズ No.77（2021年６月）
５）医薬産業政策研究所「将来の『共創型創薬』に向けた示唆 －COVID-19治療薬・ワクチンの研究開発から学ぶ－」政策

研ニュース No.63（2021年７月）
６）医薬産業政策研究所「感染症予防ワクチンの創製について」政策研ニュース No.65（2022年３月）

Points of View

https://covid19.who.int/


103政策研ニュース No.66　2022年７月

品が多く存在することから、これまでのワクチン
技術の進歩により、対応可能な感染症が以前と比
較して増加していると考えられる。なお、コロナ

ウイルスの上市品16品目は全て COVID-19予防ワ
クチンである。
　感染症予防ワクチンの開発品および上市品につ
いて、ワクチンタイプの割合を図１に示す。本稿
では、2019年以降に実用化されたもの、およびこ
れまでに実用例がないものを「新規ワクチンタイ
プ」、2018年以前に実用例があるものを「既存ワク
チンタイプ」と定義する（補足「ワクチンタイプ
の概要一覧」参照）。新規ワクチンタイプは、
mRNA ワクチン、DNA ワクチン、ウイルスベク
ターワクチンおよびペプチドワクチンである。ま
た、世界のいずれかの国・地域で上市または開発
されている品目を、それぞれ「グローバル上市品」、

「グローバル開発品」とする。
　グローバル上市品は不活化ワクチンが５割弱、
かつ弱毒生ワクチンが２割弱で、既存のワクチン
タイプが大半を占める。他方、グローバル開発品

（Phase Ⅰ～Filed）では多種多様なワクチンタイ
プが見られる。DNAワクチン、mRNAワクチン、
ウイルスベクターワクチン等、新規ワクチンタイ
プが存在し、不活化ワクチンおよび弱毒生ワクチ
ンの割合は上市品と比較して低いという特徴があ
る（図１上段）。
　グローバル上市品およびグローバル開発品のう
ち、日本企業が上市・開発している品目のワクチ
ンタイプ割合を図１下段に示す。日本企業が関連
する品目についても、上市品では既存ワクチンタ
イプの割合が高い。一方で、開発品では、DNAワ
クチン、mRNAワクチン等の新規ワクチンタイプ
を含む多様なタイプが存在することが分かる。
　例えば、mRNAワクチンではアジュバントが不
要であったり、細胞成分等が混入する恐れが無か
ったり、生産が比較的簡便であること等、既存ワ
クチンタイプと比較して利点が複数考えられるた
め７）、新規ワクチンタイプの開発が活発化してい
るものと推察される。
　なお、国内で遺伝子治療の研究開発が海外と比

表１　感染症予防ワクチン品目数（グローバル）

ステージ 品目数
研究開発品
Filed 9
Phase Ⅲ 66
Phase Ⅱ 151
Phase Ⅰ 162
Pre-clinical 480
Research project 224
研究開発品 合計 1092
上市品
Marketed 284
Approved 12
上市品 合計 296
総数 1388

出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）

表２　�研究開発品目数上位20薬効分類とその上
市品目数（グローバル）

薬効分類 研究開発
品目数

上市
品目数

コロナウイルス 343 16
インフルエンザ 103 70
ヒト免疫不全ウイルス（HIV） 68 0
肝炎 41 27
マラリア 41 1
結核 27 3
ヒトパピローマウイルス 27 3
ジカウイルス 24 0
水痘 23 15
エボラウイルス 22 3
肺炎球菌 21 6
デング熱 19 1
サイトメガロウイルス（CMV） 19 0
単純ヘルペスウイルス（HSV） 17 0
髄膜炎菌 15 20
チクングニア熱 14 0
混合ワクチン 14 57
炭疽菌 10 1
ロタウイルス 10 5
野兎病 8 0

出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）

７）国立感染症研究所「IASR 新型コロナウイルスワクチンの国内導入にあたって－mRNAワクチンとウイルスベクターワ
クチンの基本」

　　https://www.niid.go.jp/niid/ja/typhi-m/iasr-reference/2536-related-articles/related-articles-492/10182-492r06.html（参
照：2022/06/07）
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較して遅れをとっているためか８）、ウイルスベク
ターワクチンは存在しないものの、日本企業が
Originator９）となる研究開発品目では、ウイルス
ベクターワクチンが含まれることを確認してい
る。
　図１左上のグローバル開発品258品目について、
コロナウイルスとそれ以外の薬効に区別したワク
チンタイプ割合を図２に示す。コロナウイルスと
それ以外の薬効ともに、バラエティに富んだワク
チンタイプの品目が開発されている。コロナウイ
ルスワクチンでは、それ以外の品目と比較して
DNA および mRNA ワクチンの割合が高く、組換
えタンパクワクチンの割合が低い等、新規ワクチ
ンタイプが総じて多く開発されていることが見て

取れる。ターゲットの病原体によって適したワク
チンタイプが異なるという一因もあり、このよう
な薬効分類による差が生じているものと思われ
る。
　さらに、EvaluatePharma を用い、感染症予防
ワクチン研究開発品および上市品の Originator を
調査した。Originator を製薬企業、ベンチャー、
アカデミアおよびその他の４つに区分し、図３に
Originator 分類別の品目数を示す。ベンチャーの
品 目 数 が 最 も 多 く、特 に 現 在 の ス テ ー ジ が
Pre-clinical や Research project といった研究段階
の品目数が多い。ベンチャーに次いで品目数２位
の製薬企業では、Marketed 段階の上市品が多く
研究段階の品目数はベンチャーと比較して少な

図１　開発品、上市品のワクチンタイプ割合
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注１：グローバル開発品388品目のうち、ワクチンタイプが不明の130品目を除外した
注２：グローバル上市品296品目のうち、ワクチンタイプが不明の20品目を除外した
注３：単一品目を複数企業が開発している場合、最もワールドワイドに開発している１社を開発企業とした
注４：割合は小数点第２位以下を四捨五入したため、合計が100.0％にならないものもある
出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）

８）医薬産業政策研究所「実用化の進む遺伝子治療の現状と将来展望」政策研ニュース No.65（2022年３月）
９）Originator とは、当該品目を最初に創出し、起源となる企業等の組織を示す。
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い。３番手のアカデミアでは、研究段階の品目数
の割合が高くなっている。
　新規ワクチンタイプとして DNA ワクチン、
mRNA ワクチン、ウイルスベクターワクチンを、
既存ワクチンタイプとして不活化ワクチン、弱毒
生ワクチンを選択し、感染症予防ワクチンの研究
開発品について、それらのワクチンタイプ別に

Originator 分類の割合を調査した。図４にその結
果を示す。既存ワクチンタイプと比較して、新規
ワクチンタイプではベンチャーが起源となる割合
が高いことが見て取れる。
　ついでながら医薬品に関しても、遺伝子治療や
細胞治療等の新規モダリティは、低分子等の既存
モダリティと比較して、ベンチャーを含む Bio-
technology企業が起源となる品目割合が高くなっ
ていると鍵井４）、高橋８）が報告している。ワクチ
ン、医薬品いずれも、新規技術の研究開発にはベ
ンチャーの寄与が欠かせなくなってきている。
　感染症予防ワクチンの研究開発品について、
Originator の品目数上位10ヶ国までの Originator
分類割合を図５に示す。Originator の品目数が最
も多いアメリカでは、ベンチャー、製薬企業、ア
カデミアいずれの分類でも他国と比較して最多と
なっており、ベンチャーが Originator となる267
品目は、その多さが特に目立つ。Originator 分類
の割合に着目すると、フランスや中国をはじめと
するほとんどの国でベンチャーの割合が最も高
い。一方で、日本およびインドでは製薬企業の割
合が最大となっている。

感染症予防ワクチンの研究開発品における組織間

連携：Deal の調査から

　感染症予防ワクチンの研究開発品における組織
間連携について、その現状を把握すべく、Evalu-

図３　Originator 分類別 品目数
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出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）

図２　コロナウイルスとそれ以外のワクチンタイプ割合（グローバル）

組換え
タンパク

15.5%

DNA
13.0%

mRNA
10.6%

結合型
10.6%

弱毒生
9.9%

不活化
9.9%

ウイルス
ベクター

9.3%

VLP
8.7%

その他
12.4%

コロナ以外
開発品

161品目

DNA
19.6%

mRNA
17.5%

組換え
タンパク

15.5%

ウイルス
ベクター

12.4%

不活化
8.2%

ペプチド
8.2%

VLP
6.2%

その他
12.4%

コロナ開発品
97品目

注１：�コロナウイルス開発品（97品目）には、COVID-19の他に、SARS（重症急性呼吸器症候群、５品目）、MERS（中東
呼吸器症候群、１品目）を含む

注２：単一品目を複数企業が開発している場合、最もワールドワイドに開発している１社を開発企業とした
注３：割合は小数点第２位以下を四捨五入したため、合計が100.0％にならないものもある
出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）
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図４　研究開発品のワクチンタイプ別 Originator 分類割合
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注１：�EvaluatePharma において「Biotechnology」に分類されている企業のうち、1992年以降に設立したものを「ベンチャー」
と定義した

注２：「N/A」；not available
出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）

図５　研究開発品の主要国別 Originator 分類割合
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と定義した

注２：「N/A」；not available
出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）
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atePharma を用い Deal を調査した。
　研究開発企業が品目導入、共同研究開発、買収
等の Deal により他社と連携することで研究開発
している品目を「Deal を含む品目」と定義する。
本調査では品目単位で集計しており、例えば、同
一品目で複数企業が連携している場合、１品目と
してカウントしているため、同一品目の導出につ
いてはダブルカウントしない。新規ワクチンタイ
プとして DNA ワクチン、mRNA ワクチン、ウイ
ルスベクターワクチンを、既存ワクチンタイプと
して不活化ワクチン、弱毒生ワクチンを選択し、
ワクチンタイプ別の Deal を含む研究開発品目の
割合を表３に示す。DNA ワクチン、mRNA ワク
チンといった新規ワクチンタイプではその割合が
他タイプと比較して高くなっている。
　図６にワクチンタイプ別の品目導入・共同研究
開発、技術導入、買収による品目獲得に区分した
Deal数とDeal分類割合を示す。DNAワクチンお
よび mRNA ワクチンで Deal 数が多いことが分か
る。また、新規ワクチンタイプ（DNA、mRNA、
ウイルスベクター）では品目導入・共同研究開発
の割合が既存ワクチンタイプと比較して高い。新
規ワクチンタイプを保有する企業等が少なく、外
部から品目を調達している一方で、特に不活化ワ
クチンを中心とする既存ワクチンタイプを保有す
る企業は多く、新規製造技術や新規投与技術、抗
原スクリーニング技術等の周辺技術を導入する傾
向があると推察できる。
　図７には、選択した５種類のワクチンタイプに
関する提携成立時の研究開発段階別 Deal 数を示

す。研究段階の品目数自体が多いこともあるが、開
発段階と比較して Research project や Pre-clinical
の研究段階でのDeal数が多く、その内訳は品目導
入・共同研究開発、技術導入が多くを占める。一

表３　�ワクチンタイプ別 Deal を含む研究開発品
目の割合

ワクチンタイプ 開発
品目数

Dealを含む
品目数

Dealを含む
品目割合（％）

DNA 70 21 30.0
mRNA 68 17 25.0
ウイルスベクター 54 11 20.4
不活化 44 6 13.6
弱毒生 42 9 21.4
総数 278 64 23.0

注１：�研究開発段階がResearch project～Filedの品目を抽出した
注２：�単一品目を複数企業が研究開発している場合、１品目と

してカウントした
出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）

図７　提携成立時の研究開発段階別 Deal 数
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チン、ウイルスベクターワクチン、不活化ワクチン、
弱毒生ワクチンを抽出した

注４：�複数品目が１件の Deal で連携されている場合、複数
カウントした

出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）

図６　�研究開発品のワクチンタイプ別 Deal 分類
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カウントした

出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）
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方、買収による品目獲得の割合は主に Phase Ⅰ以
降の開発段階で高くなっている。
　選択した５種類のワクチンタイプに関して、
Deal 数が多い上位５ヶ国の提携状況を調査した。
その結果を表４に示す。Deal を含む品目割合は、
いずれの国も２～４割程度であり、イギリスが最
も高い40.9％、日本はアメリカや韓国と同程度で
23.1％であった。また、提携先の国籍を自国もし
くは他国に分類したところ、アメリカ、イギリス
および中国では、他国企業等とのDealが４～５割
程度確認された。加えて、韓国では８件中全ての
Dealが韓国国外の提携先となっていた。その一方
で、日本では自国内のDealが大半を占めているこ
とが明らかになった。

まとめと考察

　本稿では、感染症予防ワクチンの研究開発品と
上市品について、ワクチンタイプやその Origina-
tor を調査する等、グローバルでの研究開発の現
状と過去との変化を調査した。
　薬効分類別に研究開発品を分析したところ、
COVID-19を含むコロナウイルスに対する品目数
が群を抜いて多くなっており、パンデミックを契
機に、製薬企業が COVID-19予防ワクチンに傾注
していることが改めて明確になった。さらに、上
市品が存在しない感染症に対する研究開発品目が

多数存在しており、製薬企業が取り組んでいる感
染症の範囲が拡大している状況も見て取れた。
　開発品および上市品のワクチンタイプについて
調査したところ、日本企業開発品およびグローバ
ル開発品ともに、上市品と比較して開発品で新規
ワクチンタイプの割合が高く、多様なタイプのワ
クチンが開発されている現状が見えてきた。なお、
図１に示すように、日本企業の開発品にウイルス
ベクターワクチンが存在しなかったものの、日本
企業が Originator となる研究開発品目では、ウイ
ルスベクターワクチンの存在を確認している。特
に新規タイプにおいては、COVID-19パンデミッ
クを契機に飛躍的スピードで、今後も技術革新が
進んでいくものと思われる。加えて、ペプチドワ
クチン等、これまでに実用化されていないタイプ
の研究開発も世界の至る所で活発となるだろう。
　上述のように、バラエティに富んだワクチンタ
イプが日本企業によっても手掛けられており、今
後起こり得る新興感染症に対して、その流行期に
各ワクチンタイプの特性を活かした対応が国内で
も可能と考えられる。2022年３月、厚生労働省 厚
生科学審議会は、感染症予防ワクチン等の研究開
発を加速させるために新たに指定する「重点感染
症」の暫定リストを決定した10）。日本の強みであ
る基礎研究を活かし、先進的研究開発戦略セン
ター（SCARDA）が立ち上げた事業11）等を通じて、

表４　Deal 数上位国の提携状況

研究開発
企業国籍

研究開発
品目数

Deal を含む
品目割合（％）

自国との
Deal 数

他国との
Deal 数 Deal 総数 他国割合

（％）
アメリカ 126 22.2 22 21 43 48.8
イギリス 22 40.9 6 7 13 53.8
中国 17 35.3 6 4 10 40.0
韓国 14 21.4 0 8 8 100.0
日本 13 23.1 5 1 6 16.7

注１：研究開発段階が Research project～Filed の品目を抽出した
注２：提携先国籍が不明の Deal を除外した
注３：�ワクチンタイプとして、DNA ワクチン、mRNA ワクチン、ウイルスベクターワクチン、不活化ワクチン、弱毒生ワクチンを抽

出した
出所：EvaluatePharma（2022年５月時点）

10）厚生労働省 第59回厚生科学審議会感染症部会（2022/03/31持ち回り開催）資料
　　https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24973.html（参照：2022/06/15）
11）先進的研究開発戦略センター（SCARDA）事業一覧 https://www.amed.go.jp/program/list/21/busyo_index.html（参照：

2022/06/07）

https://www.amed.go.jp/program/list/21/busyo_index.html
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重点感染症に対する独創的な新規感染症ワクチン
や、ワクチン開発に転用可能な新規モダリティの
研究開発が進展することに期待したい。
　感染症予防ワクチンの Originator の調査から、
上市品と比較して特に新規ワクチンタイプの研究
開発品でベンチャーが起源となる品目が多く、ワ
クチン起源の創出主体が製薬企業からベンチャー
へ移行している実態が見えてきた。また、Origi-
nator の国籍を調査したところ、日本は他の主要
国と比較してベンチャー起源の品目割合が低く、
製薬企業起源の品目割合が高い傾向にあった。
　日本ではワクチンに限らず創薬、他の産業を含
めてもアカデミア発ベンチャーの数が少なく、ア
カデミアから産業界への橋渡しがうまく機能しな
いために実用化までたどり着くアカデミアシーズ
が乏しいと言われて久しい。そのような状況を改
善すべく、ワクチンおよび創薬の分野では、経済
産業省が立ち上げた「創薬ベンチャーエコシステ
ム強化事業」にて、2022年５月現在、日本医療研
究開発機構（AMED）を通じて、感染症のワクチ
ン・治療薬の開発のための革新的な技術開発を行
う創薬ベンチャーの支援に適したベンチャーキャ
ピタル（VC）の認定作業を進めている12）。今後は
認定 VC からハンズオンによる支援を受ける創薬
ベンチャーが育成されることになる。
　このようなベンチャー支援を求める声は、製薬
産業に留まらず日本全体で広がりを見せている。
例えば産業界では、日本経済団体連合会（経団連）
が2022年３月、「スタートアップ躍進ビジョン ～
10X10X を目指して～」を公表し、日本経済全体
を浮揚させ、再度競争力を取り戻すための最も重
要な課題として、スタートアップエコシステムの
抜本的強化を提言している13）。その中では、大企
業がスタートアップの M&A を本格化し、スター
トアップの新規上場株式（IPO）以外のイグジッ

ト手法の多様化に貢献することが期待されてい
る。加えて、2022年４月12日に開催された「第５
回新しい資本主義実現会議」において、岸田文雄
総理は、既存企業とスタートアップとのオープン
イノベーションが重要であることに触れ、既存企
業が「スタートアップ企業へ投資いただけるよう、
インセンティブ措置やルールの見直しを図る」と
述べている14）。このように、ベンチャーとの協働
が産業界に対して強く求められる状況のなか、製
薬業界には創薬ベンチャーが創出したワクチン等
のシーズを、ライセンス契約や買収等を通じて実
用化する役割が課せられる。製薬業界は日本経済
発展の一端を担うべく、その役割を果たしていく
必要があるだろう。
　最後に、感染症予防ワクチンの研究開発品にお
ける組織間連携に関する調査結果を示した。DNA
ワクチンや mRNA ワクチンといった新規ワクチ
ンタイプでは、Deal数が他のワクチンタイプと比
較して多いことが分かった。またDealの内訳から
は、新規ワクチンタイプで品目導入・共同研究開
発の割合が高く、既存ワクチンタイプで技術導入
の割合が高い傾向が明らかとなった。加えて、
Deal数上位国の提携先国籍を分析したところ、ア
メリカをはじめとする海外では自国のみならず他
国組織とのDealの割合が高い一方で、日本では自
国組織との Deal が大半を占めていた。
　アカデミアで生まれた基礎研究の成果からベン
チャーが数多く創出され、ベンチャー発の技術が
ワクチンとして実用化されるアメリカですら、ア
メリカ以外の国と半数近く提携している。中韓両
国も他国のシーズや技術を積極的に自国に取り込
もうとする活力が垣間見える。日本も国内のワク
チン創出基盤を強化しつつ、国外のワクチン技術
動向に、より一層目を向けることも必要ではない
だろうか。そこでは、これまでの創薬で培った製

12）日本医療研究開発機構（AMED）公募情報「令和４年度 『創薬ベンチャーエコシステム強化事業（ベンチャーキャピタル
の認定）』に係る公募について」　https://www.amed.go.jp/koubo/19/02/1902B_00003.html（参照：2022/06/07）

13）日本経済団体連合会「スタートアップ躍進ビジョン ～10X10X を目指して～」（2022年３月）
　　https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/024.html（参照：2022/06/07）
14）内閣官房「第５回新しい資本主義実現会議（2022/04/12開催）議事要旨」
　　https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/kaigi/dai5/gijiyousi.pdf（参照：2022/06/07）
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薬業界関係者の洞察力を活用し、他国で利用可能
な最新のワクチン技術を遅延なく日本国内に取り
入れるための取り組みも欠かせない。
　加えて、日本の創薬における国際競争力を高め
るためには、国内で研究開発される感染症予防ワ
クチンの海外展開も必要であろう。現に、実用化
された COVID-19予防ワクチンは、そのほとんど
が自国のみならず他の多くの国へ展開されてい
る。さらに付け加えると、例えばModernaは2022
年３月、自社が保有する mRNA ワクチン技術を
さらに発展すべく、グローバルにおける公衆衛生
戦略を発表し15）、自国のアメリカのみならず、低
中所得国等を含めた世界中であらゆる感染症の脅
威に対抗するための取り組みを進めると宣言し
た。日本企業においても、世界最先端の技術を用
いて創製したワクチンを、国内のみならず世界中
の人々に供給できるような体制構築が、今後また
一段と求められる。
　本稿では、主に感染症予防ワクチンの研究開発
における現状を調査・分析した。しかしながら、
感染症予防ワクチンの実用化に向けては、研究開
発以外にも、生産設備の拡充、治験環境の整備、

薬事承認プロセスの迅速化等、国内に多くの課題
が山積しており、それらを解決すべく政府が2021
年６月に策定した「ワクチン開発・生産体制強化
戦略」16）のもと、種々の取り組みが実際に動き出
している。
　本戦略のすべてを着実に実行し、国内でワクチ
ンの開発・生産を円滑に進めるために最も重要な
視点は、COVID-19パンデミック後も継続して、国
民の皆様のご理解を得続けることにあると筆者は
考える。今回の COVID-19パンデミックで、感染
症予防ワクチンの必要性が国民の皆様にも浸透し
たように思う。それに呼応して国内外の製薬企業
が現在もワクチンの研究開発に全力を注いでお
り、今後発生し得る他の新興感染症に対しても準
備を進める必要がある。国民の皆様の継続的な理
解醸成のため、製薬業界として長期的視点を持っ
てどのような取り組みをすべきか、議論する時が
来ているように思う。製薬業界を含む多様なス
テークホルダーが連携し、如何にワクチンフレン
ドリーな社会的風土を作り上げていくかが鍵とな
っていくだろうことを、最後に書き添えたい。

15）Moderna, Inc. News “Moderna Announces Its Global Public Health Strategy”
　　�https://investors.modernatx.com/news/news-details/2022/Moderna-Announces-Its-Global-Public-Health-Strategy/

default.aspx（参照：2022/06/07）
16）健康・医療戦略推進専門調査会（第28回）資料（2021/6/15開催）
　　�https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/tyousakai/dai28/siryou1-2.pdf（首相官邸ホームページ）（参照：2022/06/07）

https://investors.modernatx.com/news/news-details/2022/Moderna-Announces-Its-Global-Public-Health-Strategy/default.aspx
https://investors.modernatx.com/news/news-details/2022/Moderna-Announces-Its-Global-Public-Health-Strategy/default.aspx
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/tyousakai/dai28/siryou1-2.pdf
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補足　ワクチンタイプの概要一覧

ワクチンタイプ 特徴 実用例
（海外事例を含む）

既存

不活化ワクチン
ホルマリン等で処理し感染力を無くした病原体（ウイルス、菌、毒素を含
む）から作られる。
病原体を培養するための製造施設が必要となる。

B 型肝炎、
日本脳炎

弱毒生ワクチン 細胞継代等によって弱毒化された病原体から作られる。
病原体によっては継代培養に長期間を要する。

麻疹、風疹、水痘、
結核

結合型ワクチン 培養・増殖した菌の表面を覆う多糖体に、キャリアタンパクとして無毒化
したジフテリア毒素等を結合させて作られる。 肺炎球菌

VLP（Virus - l ike 
Particles）ワクチン

ウイルスの外殻タンパク質のみから作られる。
昆虫細胞や植物に外殻タンパク質の遺伝子を組み込むことにより製造する。

ヒトパピローマ
ウイルス

混合ワクチン ２種類以上のワクチンタイプを混合したものである。 ５種混合（DPT/
IPV/Hib）

組換えタンパク
ワクチン

病原体の抗原タンパク質を、遺伝子組換え技術により大腸菌や昆虫細胞等
を利用して作り、単離・精製する。 インフルエンザ

新規

ウイルスベクター
ワクチン

ヒトに対して無毒性のウイルスをベクター（運び屋）として用い、そこに
抗原タンパク質をコードする遺伝子を組み込んだものから作られる。
接種後、ウイルスベクターが細胞に侵入し、抗原タンパク質を作ることで
免疫応答が誘導される。

エボラウイルス

DNA ワクチン
病原体の抗原タンパク質をコードする遺伝子を組み込んだプラスミド
DNA を作製および精製して作られる。
接種後、細胞内で抗原タンパク質を作ることで免疫応答が誘導される。

なし

mRNA ワクチン
病原体の抗原タンパク質をコードするmRNAを作製および精製して作られ
る。
接種後、細胞内で抗原タンパク質を作ることで免疫応答が誘導される。

COVID-19

ペプチドワクチン 病原体タンパク質の断片である抗原ペプチドから構成され、これを接種す
ることにより免疫応答を誘導する。 なし

注１：�2019年以降に実用化されたもの、およびこれまでに実用化例がないものを「新規ワクチンタイプ」、2018年以前に実用例がある
ものを「既存ワクチンタイプ」とする。

注２：�「DPT/IPV/Hib」は、ジフテリア（D）、百日咳（P）、破傷風（T）、ポリオ（IPV）およびヘモフィルスインフルエンザ菌 b 型
（Hib）の５種類


